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前期基本計画期間及び後期基本計画期間の財政見通し（一般会計）

⑴　前期基本計画期間
２３年度
金額 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率
22,560 22,234 △ 1.4 22,620 1.7 22,916 1.3 22,896 △ 0.1
2,155 1,902 △ 11.7 2,043 7.4 2,936 43.7 3,239 10.3
2,920 2,795 △ 4.3 2,500 △ 10.6 2,400 △ 4.0 2,300 △ 4.2

10,086 9,938 △ 1.5 10,857 9.2 11,148 2.7 11,893 6.7
5,301 5,211 △ 1.7 3,850 △ 26.1 3,780 △ 1.8 3,209 △ 15.1
5,311 5,867 10.5 4,324 △ 26.3 3,348 △ 22.6 3,906 16.7

48,333 47,947 △ 0.8 46,194 △ 3.7 46,528 0.7 47,443 2.0

　前期基本計画の見直しに当たり、検討の参考として、前期基本計画期間の後半の３年間の財政見通しに加え
て、後期基本計画期間（平成２８年度から平成３２年度まで）における概算の財政見通しを算出したものであ
る。
　なお、この財政見通しについては、これまでの実績や伸び率等を参考に概算で見込んだものであるため、今
後の経済の状況や制度の見直し等により、大幅に変更となる可能性があるものである。

歳　入　合　計

市税
地方譲与税等
地方交付税
国県支出金
その他の収入
市債

（単位：百万円、％）

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

２３年度
金額 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率
24,032 24,567 2.2 25,965 5.7 27,115 4.4 27,776 2.4
7,554 7,569 0.2 7,593 0.3 7,573 △ 0.3 7,511 △ 0.8

12,576 13,132 4.4 14,237 8.4 15,148 6.4 16,117 6.4
3,902 3,866 △ 0.9 4,135 7.0 4,394 6.3 4,148 △ 5.6

18,285 17,986 △ 1.6 16,121 △ 10.4 17,017 5.6 16,533 △ 2.8
4,484 5,394 20.3 4,108 △ 23.8 2,396 △ 41.7 3,134 30.8

46,801 47,947 2.4 46,194 △ 3.7 46,528 0.7 47,443 2.0
※　平成２３年度は決算額、平成２４年度は予算額（補正６号まで・平成２３年度からの繰越分含む。）となっている。

⑵　後期基本計画期間 （単位：百万円、％）

金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率
23,037 0.6 23,346 1.3 23,667 1.4 23,947 1.2 24,237 1.2
3,491 7.8 3,575 2.4 3,610 1.0 3,646 1.0 3,683 1.0
2,200 △ 4.3 2,200 0.0 2,200 0.0 2,200 0.0 2,200 0.0

12,245 3.0 12,681 3.6 13,134 3.6 13,605 3.6 14,095 3.6
2,841 △ 11.5 3,370 18.6 2,779 △ 17.5 2,925 5.3 3,185 8.9
6,390 63.6 7,169 12.2 5,050 △ 29.6 5,050 0.0 5,050 0.0

投資的経費
歳　出　合　計

義務的経費
人件費
扶助費
公債費

その他の経費

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

市税
地方譲与税等
地方交付税
国県支出金
その他の収入
市債

２８年度

, , , , ,
50,204 5.8 52,341 4.3 50,440 △ 3.6 51,373 1.8 52,450 2.1

金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率
28,530 2.7 29,281 2.6 29,857 2.0 30,701 2.8 31,477 2.5
7,455 △ 0.7 7,489 0.5 7,391 △ 1.3 7,488 1.3 7,373 △ 1.5

16,762 4.0 17,432 4.0 18,129 4.0 18,854 4.0 19,608 4.0
4,313 4.0 4,360 1.1 4,337 △ 0.5 4,359 0.5 4,496 3.1

16,274 △ 1.6 16,560 1.8 17,083 3.2 17,172 0.5 17,473 1.8
5,400 72.3 6,500 20.4 3,500 △ 46.2 3,500 0.0 3,500 0.0

50,204 5.8 52,341 4.3 50,440 △ 3.6 51,373 1.8 52,450 2.1

後期基本計画期間における財政見通しの主な考え方

　歳入における市税は、前期基本計画期間の財政見通しと同様に、内閣府から示された「経済財政の中長期試算」におけ
るGDPの伸び等を勘案して見込んでいる。

　歳出における投資的経費については、後期基本計画期間内における事業計画が定まっていないため、これまでの投資的
経費の実績等を参考に毎年度３５億円の規模で推移するものとしているが、現在検討を行っている市庁舎の耐震化整備に
係る経費については、仮に市庁舎の建替え（４９億円）を平成２８年度及び平成２９年度に行うことを想定して見込んで
いる。

歳　入　合　計

２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度

市債

歳　出　合　計

２８年度

義務的経費
人件費
扶助費
公債費

その他の経費
投資的経費
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